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国立大学法人宮城教育大学事業報告書

「国立大学法人宮城教育大学の概要」

１．目 標

宮城教育大学は、昭和４０年の創立時から教員養成の実質をつくり上げる努力を続け

てきたが、その歩みを踏まえて、さらに東北地区唯一の単科教育大学として教員養成と

現職教育に責任を負う目標のもとに、教育研究の充実に努める。

学士課程においては、幼児教育、初等・中等教育及び障害児教育の学校に有為な教員

を送り出すことを目的とし、併せて広義の教育分野における人材の養成に当たる。

修士課程においては、学部からの継続教育とともに現職の教員の研修に寄与すること

を目的とする。

社会貢献の分野では、宮城県・仙台市の教育委員会等と連携し、現職教員の資質向上

、 。に寄与するとともに 学校現場に生起する困難な課題の解決に共同で当たることとする

国際的領域では、国際交流を活発化するとともに、国際教育協力の活動に教育委員会と

連携して積極的に取り組む。

研究面では、多様な専門分野の教員個々の研究を充実させるとともに、教育現場に生

起する困難な課題の解決に寄与するため、広く共同研究を活発化する。

附属学校においては、普通教育、障害児教育の教育に当たるとともに、教員養成と現

職教育に積極的に参加し、学部との共同研究を推進する。

、「 」 「 」大学の再編・統合に当たっては 在り方懇 報告書に示された 教員養成担当大学

を目指す。

２．業 務

本学は、昭和４０年に東北大学教育学部の教員養成課程を分離して、設立された単科

教育大学である。創設以来、本学は「教員養成教育に責任を負う」大学として、主に初

等・中等教育及び障害児教育の教員養成のあるべき姿を求めて、授業研究、学生指導を

始め、個性ある先進的な活動を展開し、県下及び東北地方を中心に教育における貢献を

。 、「 、 、してきた 教育学部は 豊かな教養を与えるとともに 深く専門の学芸を教授研究し

知的、道徳的及び応用的能力を展開させ、もって有為な教育者を養成し、あわせて学術

の深奥を究めて文化の進展に寄与すること」を理念・目的としており、平成８年度には

課程改革を行い、学校教育教員養成課程、障害児教育教員養成課程、生涯教育総合課程

の３課程の体制で再出発し、現在３課程２３専攻に至っている。教育課程は全人的な教

育の専門家の養成をめざしつつ、教科及び生涯教育の専門性を重視し、入学時から専攻

別の指導を行っている。基礎教育、教養教育、専門教育を有機的に結合するカリキュラ

ムを組んでおり、各種の実習を重視し現場への対応能力の習得を重視している。

大学院教育学研究科は、学校教育の場における「教育研究の推進と教育実践の向上に

資する高度の能力を養う」ことを理念・目的とし、昭和６３年４月、学校教育専攻、障

害児教育専攻及び教科教育専攻の３専攻７専修で発足した。平成２年及び４年に教科教

育専攻にそれぞれ２専修が加わり、３専攻１１専修となり、さらに、平成１２年には学

、 。校教育専攻に環境教育実践専修が新設され 同時に全専修に夜間主コースが開設された
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同研究科は現職教員の受入れに広く門戸を開き、宮城県・仙台市からの派遣教員を任命

権者との連携の下に積極的に受入れている。履修形態を多様化するなど、校務に従事し

ながら授業や研究指導が受けられる機会も拡充し､現職教員の再教育に積極的に取り組

んできた。

特殊教育特別専攻科は 「特殊教育に関する専門事項を教授し、特殊教育の分野にお、

ける資質の優れた教員を養成する」ことを目的とし、昭和５０年４月に病虚弱教育専攻

を設置した。平成６年４月に言語障害教育専攻を設置し、現在２専攻となっている。

平成１６年度に本学が取り組んだ主な事項は次のとおりである。

（１）教育学部課程改革

本学では、中期目標に「教員養成担当大学」を目指すと明記しており、平成１６年４

月に 「教育学部課程改革特別委員会」を設置し、教育学部の３課程（学校教育教員養、

成課程、障害児教育教員養成課程、生涯教育総合課程）の全面的な見直しを行い、新た

に校種に応じた教員養成課程の創設（初等教育教員養成課程、中等教育教員養成課程、

特別支援教育教員養成課程（案 ）の検討に着手した。平成１６年１１月の臨時教授会）

において、教育学部課程改革の基本方針が了承され、その主要点は（1）非教員養成課

程である生涯教育総合課程を解消し、教員養成課程に一本化する（2）小学校教員、中

・高校教員、特別支援教育教員の養成についてそれぞれ課程として区分する（3）生涯

教育総合課程において拡大した教育領域の範囲、例えば国際文化、子ども文化、教育臨

床などの成果を生かす（4）体系的な教育実習を実施し教員としての実務面の訓練にあ

たるとともに、学部における専門科目、教材研究法等と有機的関連性を持たせる(5)学

生の学力や教養の保障に配慮するとともに初等教育、中等教育、特別支援教育のそれぞ

れに特化した専門性を重視した教育課程とするとしている。

このように、校種に応じた教員養成課程を創設し、資質ある教員の養成を図るもので

ある。

（２）就職支援

学生支援のうち、特に就職支援については格段の努力を始めた。平成１６年４月、全

学的な組織である「就職・連携室」を設置するとともに、事務組織を再編して就職・連

、 。 、 、携課及び就職支援室を新設し 組織の充実・整備を行った 特に 平成１６年１０月に

これまで複数箇所に分散していた就職支援の機能を集中させた「キャリアサポートセン

ター」を設置し、就職関係資料・関係情報の一元化を図り、学生の利便性が格段に向上

するとともに、体系的、日常的な就職支援が企画・実施できるようになった。平成１６

年度は各種就職支援セミナー等を開催したが、新たな取組みとして特筆すべきこととし

ては、教員採用試験の合格者に対し、更なる資質の向上と教員就職までの準備態勢を整

えることを目的に 「フｫローアップ講座」を開講した。これは、従来の教育実習のよ、

うな授業中心ではなく、学校現場における様々な教員の役割理解等を主眼とした「応用

実践実習 、学校における事故等に適切に対処するための「応急手当講習会 、児童虐」 」

待や児童相談所の役割理解を目的とした「児童相談所説明会」等、大学の授業だけでは

得られない内容のプログラムを用意したものである。

（３）特別支援教育総合研究センター及び国際理解教育研究センターの新設

平成１６年度に本学では下記の２センターを設置した。

①コンサルテーション活動を通した基礎的・実践的研究、②データベースの集積と公

開を通した活用方法の開発研究、③特別支援教育の情報収集・発信と地域社会への貢献
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を積極的に行うことを目的として、特別支援教育総合研究センターを設置した。同セン

ターは、本学が、特殊教育の分野において蓄積してきた研究成果やノウハウ等を特別支

援教育の観点からとらえ直し、LD、ADHD、高機能自閉症などの軽度発達障害を含めたさ

まざまな障害のある児童生徒への具体的な指導方法の実践的な研究を進めるとともに、

個々の児童生徒に対する計画的な指導のための教員への個別の専門的・技術的な相談、

市町村教育委員会との連携に基づく地域の小・中学校への巡回による指導、重度・重複

障害をもつ児童生徒に対するIT（情報通信技術）活用による適応支援、研究成果や実践

事例に関する情報発信などを行い、地域社会へ貢献していくものである。

また、①日本語教育と小学校英語教育を中心とした、国際理解教育に関わる研究と教

育の実施、②日本人児童生徒・外国人児童生徒・日本人大学生・外国人留学生、それぞ

れからなる国際理解に関する相互交流の推進、③小・中・高等学校などの学校現場と地

域社会、大学の国際理解活動へ継続的な支援を目的として、国際理解教育研究センター

を設置した。

同センターは、本学が長い間個別的に蓄積してきた小学校英語教育における教育現場

との連携による貢献、本学留学生を活用した地域社会・教育現場との交流経験とそのノ

ウハウ、また、定住外国人とその子女に対する日本語修得・日本文化理解の内容と方法

などの成果を踏まえ、日本語教育と小学校英語教育を中心とした国際理解教育に関わる

研究と教育、日本人児童生徒・外国人児童生徒・日本人大学生・外国人留学生、それぞ

れからなる国際理解に関する相互交流の推進、小・中・高等学校などの学校現場と地域

、 、 。社会 大学の国際理解活動へ継続的な支援を行い 地域社会へ貢献していくものである

３．事業所等の所在地

事 務 局（青葉山地区）

：〒980-0845 宮城県仙台市青葉区荒巻字青葉149番地

022-214-3305電話番号

附属小学校・中学校・幼稚園（上杉地区）

：〒980-0011 宮城県仙台市青葉区上杉六丁目4番１号

022-234-0390電話番号

４．資本金の状況

国立大学法人宮城教育大学の資本金は、平成１６年度末で２２ ０１９百万円,
となっている。

その全額が平成１６年４月の設立に際して国から現物出資された財産である。



- 4 -

５．役員の状況

役員の定数は、国立大学法人法第１０条により、学長１名、理事３名、監事２名。

任期は国立大学法人法第１５条及び国立大学法人宮城教育大学学則の定めるところに

よる。

役職名 氏 名 任 期 主 要 経 歴

学 長 横須賀 薫 平成 年 月 日 昭和 年 月 宮城教育大学教育学部 教授16 4 1 58 7
～平成 年 月 日 昭和 年 月 同 学生部長18 7 31 63 4

平成 年 月 同 附属小学校長5 4
平成 年 月 同 附属図書館長8 4
平成 年 月 同 学長12 8

理 事 高橋 孝助 平成 年 月 日 昭和 年 月 宮城教育大学教育学部 教授16 4 1 63 10
～平成 年 月 日 平成 年 月 同 学生部長18 7 31 8 4

平成 年 月 同 附属小学校長11 4
平成 年 月 同 副学長15 4

理 事 根本 政之 平成 年 月 日 平成 年 月 宮崎大学 経理部長16 4 1 8 1
～平成 年 月 日 平成 年 月 一橋大学 経理部長18 7 31 10 4

平成 年 月 国立教育会館 総務部長12 1
平成 年 月 独立行政法人教員研修13 4

センタ－ 総務部長

平成 年 月 宮城教育大学 事務局長14 1

理 事 鈴鴨 清美 平成 年 月 日 昭和 年 月 宮城県角田女子高校 校長16 4 1 61 4
～平成 年 月 日 昭和 年 月 宮城県教育庁 学務課長18 7 31 63 4

平成 元年 月 同 教育次長4
平成 年 月 宮城県仙台第一高校 校長3 4
平成 年 月 宮城県教育委員会 教育長5 6
平成 年 月 宮城学院女子大学 教授9 4

監 事 高橋 直見 平成 年 月 日 平成 年 月 宮城県石巻女子高校 校長16 4 1 10 4
～平成 年 月 日 平成 年 月 宮城県教育庁18 3 31 12 4

参事兼高校教育課長

平成 年 月 宮城県教育委員会教育研修13 4
センタ－ 所長

監 事 犬飼 健郎 平成 年 月 日 昭和 年 月 仙台弁護士会 入会16 4 1 51 4
～平成 年 月 日 平成 年 月 同 会長(非常勤) 18 3 31 14 4

平成 年 月 日本弁護士連合会 副会長15 4
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６．職員の状況（平成１６年５月１日現員数）

教 員（常 勤） ２２６名

教 員（非常勤） ２４３名

職 員（常 勤） ８０名

職 員（非常勤） ４３名

７．学部等の構成

学校教育教員養成課程

教 育 学 部 障害児教育教員養成課程

生涯教育総合課程

大学院教育学研究科（修士課程）

特殊教育特別専攻科

附属環境教育実践研究センタ－

附属教育臨床総合研究センタ－

附属特別支援教育総合研究センタ－

附属国際理解教育研究センタ－

附 属 小 学 校

附 属 中 学 校

附 属 養 護 学 校

附 属 幼 稚 園

保健管理センタ－

情報処理センタ－

事 務 局

附 属 図 書 館

８．学生の状況（平成１６年５月１日在籍数）

総学生等数 ３，２８６名

学部学生 １，６０９名

修士課程 １２８名

専 攻 科 ２２名

附属学校 １，５２７名
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９．設立の根拠となる法律名

国立大学法人法

１０．主務大臣

文部科学大臣

１１．沿 革

昭和４０年 ４月 国立大学設置法の一部を改正する法律により宮城教育大学

設置

昭和４２年 ４月 東北大学教育学部附属小学校・中学校・幼稚園を本学に移管

６月 附属養護学校（小学部・中学部）設置

昭和４３年 ４月 仮校舎（仙台市太白区三神峯）から現在地に移転

昭和４４年 ４月 附属養護学校（高等部）設置

昭和４６年 ４月 附属養護学校（仙台市青葉区上杉）を現在地に移転

昭和４７年 ５月 保健管理センタ－設置仮校舎

昭和５０年 ４月 特殊教育特別専攻科（病虚弱教育専攻）設置

昭和６３年 ４月 大学院教育学研究科（修士課程）設置

平成 ３年 ９月 情報処理センタ－設置

平成 ６年 ４月 特殊教育特別専攻科（言語障害教育専攻）設置

平成 ８年 ４月 学校教育教員養成課程、障害児教育教員養成課程、生涯教育

総合課程設置

平成 ９年 ４月 附属環境教育実践研究センタ－設置

平成１０年 ４月 附属教育臨床総合研究センタ－設置

平成１２年 ４月 大学院教育学研究科（修士課程）夜間主コ－ス設置

平成１３年 ４月 副学長設置、事務局一元化

平成１６年 ４月 国立大学法人法により国立大学法人宮城教育大学発足

平成１６年 ９月 附属特別支援教育総合研究センタ－設置

平成１６年１２月 附属国際理解教育研究センタ－設置
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１２．経営協議会・教育研究評議会

○経営協議会（国立大学法人の経営に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

横須賀 薫 宮城教育大学 学 長

高 橋 孝 助 宮城教育大学 総務担当理事

根 本 政 之 宮城教育大学 財務担当理事

鈴 鴨 清 美 宮城教育大学 連携担当理事

高 木 力 雄 宮城教育大学 学務担当副学長

吾 妻 一 興 宮城教育大学 附属図書館長

阿 部 芳 吉 仙台市教育委員会教育長

牛 尾 陽 子 株式会社藤崎取締役／藤崎快適生活研究所所長

氏 家 照 彦 株式会社七十七銀行専務取締役

佐々木 正 峰 独立行政法人国立科学博物館長

白 石 晃 宮城県教育委員会教育長

鈴 木 素 雄 河北新報社編集局編集委員
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○教育研究評議会（国立大学法人の教育研究に関する重要事項を審議する機関）

氏 名 現 職

横須賀 薫 学 長

高 橋 孝 助 総務担当理事

根 本 政 之 財務担当理事

鈴 鴨 清 美 連携担当理事

高 木 力 雄 学務担当副学長

吾 妻 一 興 附属図書館長

尾 股 健 保健管理センタ－長

安 江 正 治 情報処理センタ－長

見 上 一 幸 附属環境教育実践研究センタ－長

渡 邉 徹 附属特別支援教育総合研究センタ－長

藤 田 博 附属国際理解教育研究センタ－長

数 見 隆 生 附属小学校長

萬 伸 介 附属中学校長

中 井 滋 附属養護学校長

島 森 哲 男 附属幼稚園長

渡 辺 善 雄 主任教授（国語教育講座）

鈴 木 法日児 主任教授（社会科教育講座）

山 田 春 樹 主任教授（数学教育講座）

千 葉 芳 明 主任教授（理科教育講座）

應 和 恵 子 主任教授（音楽教育講座）

高 山 登 主任教授（美術教育講座）

久 保 健 主任教授（保健体育講座）

佐々木 栄 一 主任教授（家庭科教育講座）

小 住 兼 弘 主任教授（技術教育講座）

藤 田 博 主任教授（英語教育講座）

関 口 博 久 主任教授（障害児教育講座）

本 屋 禎 子 主任教授（幼児教育講座）

西 林 克 彦 主任教授（学校教育講座）

村 松 隆 主任教授（附属環境教育実践研究センタ－）

本 間 明 信 主任教授（附属教育臨床総合研究センタ－）
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「事 業 の 実 施 状 況」

Ⅰ．大学の教育研究等の質の向上

業務実績報告書参照

Ⅱ．業務運営の改善及び効率化

業務実績報告書参照

Ⅲ．財務内容の改善

業務実績報告書参照

Ⅳ．自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供

業務実績報告書参照

Ⅴ．その他の業務運営に関する重要事項

業務実績報告書参照
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Ⅵ．予算（人件費見積含む 、収支計画及び資金計画）

１．予 算

（単位：百万円）

差 額
区 分 予 算 額 決 算 額

(決算－予算)

収入

運営費交付金 ３，１６５ ３，１６５ ０

２６ ４施設整備費補助金 ２２

２ １施設整備資金貸付金償還時補助金 １

０ ０国立大学財務・経営センタ－施設費交付金 ０

２５自己収入 １，０２７ １，０５２

２５授業料及び入学金及び検定料収入 １，００８ １，０３３

０ ０財産処分収入 ０

１９ ０雑収入 １９

５３ ２１産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ３２

０ ０長期借入金収入 ０

５１計 ４，２４７ ４，２９８

支出

▲１７０業務費 ４，１９２ ４，０２２

▲２０４教育研究経費 ３，１８５ ２，９８１

３４一般管理経費 １，００７ １，０４１

２６ ４施設整備費 ２２

５４ ２２産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ３２

長期借入金償還金 １ ２ １

国立大学財務・経営センタ－施設費納付金 ０ ０ ０

▲１４３計 ４，２４７ ４，１０４



- 11 -

２．人 件 費

（単位：百万円）

差 額
区 分 予 算 額 決 算 額

(決算－予算)

▲８５人件費（承継職員分の退職手当は除く） ３，０９５ ３，０１０
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３．収 支 計 画

（単位：百万円）

差 額
区 分 予 算 額 決 算 額

(決算－予算)

費用の部 ４，１１２ ４，３１１ １９９

経常費用 ４，１１２ ４，１０７ ▲５

業務費 ３，９３５ ３，７８５ ▲１５０

教育研究経費 ３８１ ４８６ １０５

受託研究経費等 ８ ３８ ３０

役員人件費 ９９ ７６ ▲２３

教員人件費 ２，７１５ ２，４４８ ▲２６７

職員人件費 ７３２ ７３７ ５

一般管理費 １７１ ２７１ １００

財務費用 ０ ５ ５

雑損 ０ ０ ０

減価償却費 ６ ４６ ４０

臨時損失 ０ ２０４ ２０４

収益の部 ４，１１２ ４，３８８ ２７６

経常収益 ４，１１２ ４，１７１ ５９

運営費交付金 ３，０７２ ２，９５６ ▲１１６

授業料収益 ８１３ ９１２ ９９

入学金収益 １３０ １３７ ７

検定料収益 ４０ ３４ ▲６

受託研究等収益 ８ ４０ ３２

寄附金収益 ２４ ２６ ２

施設費収益 ０ ２２ ２２

補助金収益 ０ １ １

財務収益 ０ ０ ０

雑益 １９ １５ ▲４

資産見返運営費交付金等戻入 ５ ２ ▲３

資産見返寄附金戻入 ０ １ １

資産見返物品受贈額戻入 １ ２５ ２４

臨時利益 ０ ２１７ ２１７

純利益 ０ ７７ ７７

目的積立金取崩益 ０ ０ ０

総利益 ０ ７７ ７７
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４．資 金 計 画

（単位：百万円）

差 額
区 分 予 算 額 決 算 額

(決算－予算)

資金支出 ４，２４７ ５，８５５ １，６０８

▲４６９業務活動による支出 ４，１０５ ３，６３６

投資活動による支出 １４１ １，５５２ １，４１１（注１）

２３ ２２財務活動による支出 １

６４４ ６４４翌年度への繰越金 ０

資金収入 ４，２６３ ５，８５５ １，５９２

１００業務活動による収入 ４，２２４ ４，３２４

０運営費交付金による収入 ３，１６５ ３，１６５

１８授業料及び入学金検定料による収入 １，００８ １，０２６

２８ ２０受託研究等収入 ８

１８ ▲６寄附金収入 ２４

その他の収入 １９ ８７ ６８

投資活動による収入 ２３ １，５１５ １，４９２

２５ ２施設費による収入 ２３

その他の収入 １，４９０ １，４９０（注２） ０

０ ０ ０財務活動による収入

１６ ０前年度よりの繰越金 １６

（注１）資金運用に伴う、定期預金の預入額１，４９０百万円を含めている。

（注２）資金運用に伴う、定期預金の払戻額１，４９０百万円を含めている。
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Ⅶ．短期借入金の限度額

・短期借入金の限度額：８億円

・１６年度短期借入金実績なし

Ⅷ．重要財産を譲渡し、又は担保に供する計画

該当なし

Ⅸ．剰余金の使途

該当なし

Ⅹ．そ の 他

１．施設・設備に関する状況

業務実績報告書参照

２．人事に関する状況

業務実績報告書参照

ⅩⅠ．関連会社及び関連公益法人

該当なし


